様式第14号　技術提案事項に関する確約書
技術提案事項に関する確約書

平成　　年　　月　　日
京都府知事　山 田　啓 二　様

住　　　　　所

商号又は名称

代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
当社は、平成25年5月14日に公告のありました「桂川右岸流域下水道洛西浄化センター下水汚泥固形燃料化事業」に関し、提出する技術提案書の記載事項が要求水準書の内容を満足していることを確約します。

様式第14-２号　技術提案提出書（正本・副本）
技術提案書提出書（正本・副本）

平成　　年　　月　　日

京都府知事　山 田　啓 二　様

住　　　　　所

商号又は名称

代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成25年5月14日に公告のありました「桂川右岸流域下水道洛西浄化センター下水汚泥固形燃料化事業」に関し、入札公告に基づき技術提案書（正本）を提出します。

なお、同時に提出する副本については、正本の内容と相違ありません。

様式第14-３号　技術提案書のヒアリング連絡先報告票
技術提案書のヒアリング連絡先報告票

平成　　年　　月　　日

京都府流域下水道事務所長　様

住　　　　　所

商号又は名称

代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　本事業において、技術提案書に関するヒアリングの日時及び場所の連絡については、以下のファクシミリを連絡先とします。
　　　　連絡先　会社・部署名：
　　　　　　　　ファクシミリ：
　　　　　（担当者）

　　　　　　　　氏　　　　名：

　　　　　　　　電　　　　話：

様式第15号　事業概要に関する提案書
	技術提案の概要

	提案する固形燃料化技術及び固形燃料化物の製造から買取りまでの事業概要について、フローや図を用い簡潔に記述すること。（A3判　1枚とする。）



様式第15-２号　基本計画（本事業全般）に関する提案書
	基本計画（本事業全般）に関する提案書

	１．本事業の運営方針について

本事業は、固形燃料化物の製造から買取りまでの一連の業務を実施することから、設計、施工及び維持管理運営に関する目的及び主旨を十分理解の上、本事業の運営方針を簡潔に記述すること。
２．事業実施に当たっての法令遵守、許認可・届け出及び関係者協議について

事業を履行するために遵守する必要のある各種関係法令並びに必要な許認可及び届出について、法令の確認及び関係者との協議内容を具体的に記述すること。



様式第15-３号　基本計画（施設計画設計）に関する提案書
	基本計画（施設計画設計）に関する提案書

	以下の内容について記述すること。
なお、各項目の整理方法及び目次等は提案者の自由とする。
１．施設計画設計
（1）固形燃料化技術
採用する固形燃料化技術の概要及び特徴について示すこと。
採用する固形燃料化技術に関して、日本国内の下水道事業での稼働実績を有するものは、導入先の地方自治体名、処理場名、処理能力、系列数、稼働期間、外観写真等を簡潔にまとめ提出すること。

地方共同法人日本下水道事業団又は公益財団法人日本下水道新技術機構の評価又は証明を取得しているものは、その評価書又は証明書の写しを添付すること。
（2）本設計に当たっての基本的な考え方（設計諸元）
本施設のフローシート・配置・機種・容量等のシステム全体を決定するに当たっての設計諸元、設計基本事項及び方針等、基本的な考え方を記述すること。
（3）計画検討書
ア　機械設備（物質・熱収支計算書（フローを含む。）、容量計算書、機器一覧表（負荷リスト・機器重量表）等）
イ　電気設備（容量計算書等）
ウ　土木・建築（新設分、既設の改造が必要な場合、その改造方針の概要）

（4）概略工程表（設計、機器製作、工事、試運転）
２．図面
（1）機械設備：配置図、フローシート図（色別を配慮して作成すること）等
（2）電気設備：配置図、単線結線図、主要機器配置図、監視制御システム系統図、計装フロー
図等
（3）土木建築：構造図、立面図等（改造が必要な場合）
※図面の作成に当たっては、設備管理分界点を明確に図示すること。



様式第15-４号　基本計画（施設規模、編成）に関する提案書
	基本計画（施設規模、編成）に関する提案書

	　固形燃料化施設の規模及び編成に関する以下の事項について記述し、その設定根拠等が分かる資料を添付すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

（1）処理能力　　　　　　　　　　t／日×　　　　　　　　　　系列

（2）年間施設稼働率　　　　　　　　　　％（年間稼働日数　　　　　　日）

（3）定期修繕（大規模修繕時を含む。）等の施設停止期間中における汚泥処理の考え方（場外搬出、場内貯留）について記述すること。場内貯留の場合は、貯留期間と貯留容量の算定根拠について示すこと。




様式第15-５号　基本計画（配置計画）に関する提案書
	基本計画（配置計画）に関する提案書

	　本施設の配置計画に関する以下の事項について記述し、該当する図面を添付すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

（1）本施設配置図を添付すること。

（2）以下に示す作業及び維持管理動線を「本施設配置図」に図示し、添付すること。

・汚泥等搬入搬送動線

・補助燃料、資材、薬品等の動線

・車両動線（一般車両、固形燃料化物搬出車両、工事用車両等）

・維持管理動線（維持管理作業、保安、緊急通路等）

※　複数の動線が交錯する場合は、線種・線色を分けて分かりやすく図示すること。

※　流向を矢印で示すこと。

（3）効率的、合理的及び安全（車両交通を含む。）な配置とするための考え方を具体的に記述すること。


様式第15-６号　基本計画（計量）に関する提案書
	基本計画（計量）に関する提案書

	　本施設の計量に関する以下の事項について、計測、記録装置及び設置場所を示す計装フロー図を添付して、具体的に記述すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

（1）脱水汚泥の受入量
（2）脱水汚泥の処理量
（3）固形燃料化物製造量（副製造物を含む。）、搬出量
（4）電力、上水、雑用水、消化ガス、薬品使用量、その他燃料の使用量）

（5）返送水量及び温度
（6）その他、府が必要と認める項目



様式第15-７号（1/2）　基本計画（環境対策）に関する提案書
	基本計画（環境対策）に関する提案書

	　本施設の環境対策に関する以下の事項について記述すること。
なお、本提案に関連する他の書類等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
１．技術提案値
（1）騒音規制基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：dB）
時間区分

規制値

技術提案値

朝

午前6時から午前8時まで

60

昼間

午前8時から午後6時まで

70
夕

午後6時から午後10時まで

60

夜間

午後10時から翌日の午前6時まで

55

（2）振動規制基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：dB）
時間区分

規制値

技術提案値

昼間

午前8時から午後7時まで

65
夜間

午後7時から翌日の午前8時まで

60

（3）排ガス基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
項目
規制値

技術提案値
硫黄酸化物

大気汚染防止法による
K＝
窒素酸化物

大気汚染防止法による

ppm
ばいじん

大気汚染防止法による

g/m3
塩化水素
大気汚染防止法による

mg/m3・N
ダイオキシン類

ダイオキシン類対策特別措置法による

ngTEQ/m3・N



様式第15-７号（2/2）　基本計画（環境対策）に関する提案書
	基本計画（環境対策）に関する提案書

	（4）悪臭規制基準

許容限度(基準)
技術提案値
Ａ地域

敷地境界
排出口
排出水
アンモニア

1ppm

メチルメルカプタン

0.002ppm

硫化水素

0.02ppm

硫化メチル

0.01ppm

二硫化メチル

0.009ppm

トリメチルアミン

0.005ppm

アセトアルデヒド

0.05ppm

プロピオンアルデヒド

0.05ppm

ノルマルブチルアルデヒド

0.009ppm

イソブチルアルデヒド

0.02ppm

ノルマルバレルアルデヒド

0.009ppm

イソバレルアルデヒド

0.003ppm

イソブタノール

0.9ppm

酢酸エチル

3ppm

メチルイソブチルケトン

1ppm

トルエン

10ppm

スチレン

0.4ppm

キシレン

1ppm

プロピオン酸

0.03ppm

ノルマル酪酸

0.001ppm

ノルマル吉草酸

0.0009ppm

イソ吉草酸

0.001ppm




様式第15-７号（3/3）　基本計画（環境対策）に関する提案書
	基本計画（環境対策）に関する提案書

	２．測定方法と頻度
（1）排出ガス基準に関する測定方法と頻度を記述すること。
項目
測定方法
頻　度
硫黄酸化物

窒素酸化物

ばいじん

塩化水素

ダイオキシン類

（2）悪臭規制基準に関する測定方法と頻度を記述すること。
項　　　　　目
測定方法
頻　度
固形燃料化施設との敷地境界線

排出口

排出水
３．その他
（1）騒音・振動の対策方法を具体的に記述すること。

（2）排ガス規制値項目別に対策方法を具体的に記述すること。

（3）臭気漏洩について、通常運転時、起動時、緊急時（停電時・故障時）、固形燃料化物搬出時、固形燃料化物運搬時、修繕時に渡り、その対策方法を具体的に記述すること。



様式第15-８号（1/2）　基本計画（各設備共通）に関する提案書
	基本計画（各設備共通）に関する提案書

	以下の次項について記述すること。
なお、本提案に関連する他の書類等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
１．排水量及び排水基準
（1）使用用水量に関する技術提案値を記述すること。
用水種別
基準値等
技術提案値
上水
30L/min　以下
雑用水（急速ろ過水）
任意
（2）汚水排水に関する技術提案値を記述すること。また、ダイオキシン類に関して、導入する固形燃料化施設がダイオキシン類対策特別措置法で定める廃棄物焼却炉と同等の機能・構造を有するかどうかを示した資料を添付の上、同等の機能・構造を有する場合は下表に記述すること。
項　　目

基準値等
技術提案値
排水量
250m3/h以下
ｐH

5を超え9未満

温度
60℃以下
BOD

600mg/L以下
かつ24 kg/hr以下

かつ
SS

600mg/L以下
かつ28 kg/hr以下
かつ
COD
600mg/L以下
かつ17 kg/hr以下
かつ
T-N

240mg/L以下
かつ5.0 kg/hr以下
かつ
T-P

32mg/L以下
かつ0.6 kg/hr以下
かつ
シアン化合物

検出されないこと
項　　目

基準値（水質）

技術提案値
ダイオキシン類

10 pg-TEQ/L以下

（3）その他法規制等にかかる基準値及び技術提案値を記述すること。


様式第15-８号（2/2）　基本計画（各設備共通）に関する提案書
	基本計画（各設備共通）に関する提案書

	２．測定方法と頻度 

（1）使用用水量に関する測定方法と頻度を記述すること。
用水種別
測定方法
頻　　度
上水
雑用水（急速ろ過水）
（2）汚水排水に関する測定方法と頻度を記述すること。
項目

測定方法
頻　　度
排水量
ｐH

温度
BOD

SS

COD
T-N

T-P

シアン化合物

項　　目

測定方法
頻　　度
ダイオキシン類

３．その他

（1）粉塵、タール等による付着、閉塞対策（該当する場合）について、具体的に記述すること。
（2）粉塵について、特にサンプリング箇所、固形燃料化物搬出所周辺など粉塵発生が考えられる箇所の対策方法を具体的に記述すること。
　　　　　


様式第15-９号　基本計画（固形燃料化物）に関する提案書
	基本計画（固形燃料化物）に関する提案書

	固形燃料化物に関する以下の次項について記述すること。
なお、本提案に関連する他の書類等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）代表汚泥性状値における固形燃料化物の規格
：当面　　　（将来　　　）MJ/kg-wet(低位発熱量 湿基準)
（2）代表汚泥性状値における脱水汚泥40t-wet/日供給時の固形燃料化物製造量
：当面　　　（将来　　　）t/日
（3）代表汚泥性状値における固形燃料化物の含水率：当面　　　（将来　　　）％

（4）固形燃料化物の買取り価格（税抜き）：　　　　　　円/t
（5）製造過程において発生する副製造物の抑制対策を具体的に記述すること。
（6）固形燃料化物の品質管理に必要な項目、その測定方法及び測定頻度について記述すること。




様式第15-10号　基本計画（安定性）に関する提案書
	基本計画（安定性）に関する提案書

	　固形燃料化施設及び事業の安定性に関する以下の事項について記述すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）消化汚泥と直脱汚泥とが混合する脱水汚泥の処理に関して、脱水汚泥の含水率及び強熱減量の変動が及ぼす影響に対し、設備として講じる対策を具体的に記述すること。



様式第15-11号　基本計画（安全性）に関する提案書
	基本計画（安全性）に関する提案書

	　固形燃料化施設の安全性に関する以下の事項について記述すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）固形燃料化物の貯留時及び運搬時等における発熱、発酵時対策及び粉塵爆発対策に関して、消防法等の関係法令に準拠することを前提とし、適正かつ効果的な対策を具体的に記述すること。
（2）災害等の緊急時における安全停止及び停止後の安全確保の方法について、具体的に記述すること。
（3）非常用発電設備の負荷対象設備の選定理由を記述するほか、所要容量を算定すること。また、その運転方法について記述すること。
（4）主要機器の制御電源及び計装電源の無停電化対策用特殊電源設備について、対象負荷及び所要容量を算定すること。
（5）災害時及び故障時等のフェイルセーフ機能（予備機バックアップやインターロック回路構築等）についての考え方を具体的に記述すること。



様式第16号（1/2）　設計・施工（機械設備）に関する提案書
	設計・建設（機械設備）に関する提案書

	　以下の事項について記述し、該当する書類を添付すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

１．トラックスケール
（1）トラックスケールの配置予定箇所及び機器形式について具体的に記述すること。
２．汚泥受入供給設備
（1）既設の脱水汚泥ラインの改造の有無を記述すること。また、改造が必要な場合は、その方針、機器形式及び実施時期について具体的に記述すること。

３．固形燃料化施設
（1）機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。

（2）腐食、摩耗及び高温に十分耐え、堅牢であることに対する材質選定の考え方を具体的に記述すること。

（3）固形燃料化施設の立上げ及び立下げ方法（汚泥投入量、汚泥性状の調質方法、補助燃料使用量等）について具体的に記述すること。

（4）固形燃料化施設の脱臭対策の考え方を具体的に記述すること。

４．固形燃料化物貯留搬出設備
（1）機器形式、貯留期間及び容量の考え方を具体的に記述すること。

（2）腐食及び摩耗に十分耐え、堅牢であることに対する材質選定の考え方を具体的に記述すること。

５．排ガス燃焼設備（必要な場合）
（1）本設備が必要な理由を記述すること。

（2）機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。
（3）高温腐食に十分耐え、堅牢であることに対する材質選定の考え方を具体的に記述すること。

６．排ガス処理設備

（1）機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。
（2）高温腐食に十分耐え、堅牢であることに対する材質選定の考え方を具体的に記述すること。

（3）煙突高さの考え方及び計算内容を具体的に記述すること。

（4）白煙防止の考え方を具体的に記述すること。
７．脱臭設備

（1）機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。




様式第16号（2/2）　設計・施工（機械設備）に関する提案書
	設計・建設（機械設備）に関する提案書

	８．用役設備

（1）既設を流用する場合の対象設備の名称、機器形式、容量及び基数について具体的に記述すること。

（2）改築又は新設する場合の機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。
９．配管設備

（1）腐食、摩耗及び高温に十分耐え、堅牢であることに対する材質選定の考え方を具体的に記述すること。
（2）汚泥、固形燃料化物（副製造物を含む。）、タール及び粉塵等による管の詰まり、閉塞及び付着等に対して機能低下することなく安定的に輸送するための考え方を具体的に記述すること。

10．廃熱利用設備（任意）
（1）本設備を導入する理由を記述すること。

（2）機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。
11．廃水処理設備（必要な場合）
（1）本設備が必要な理由を記述すること。

（2）機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。
12．試運転及び性能試験

（1）性能試験において、性能保証値の確認を適切に行うための考え方を具体的に記述すること。




様式第16-２号（1/2）　設計・施工（電気設備）に関する提案書
	設計・建設（電気設備）に関する提案書

	以下の事項について記述し、該当する書類を添付すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

１．高圧受変電設備

（1）受電形式、機器構成及び容量の考え方を具体的に記述すること。

（2）想定する契約電力（30分デマンド・30分最大需用電力）の考え方を具体的に記述すること。

（3）機能性、安全性、耐久性・保全性及び維持管理性等を考慮した機器設計に対する考え方を具体的に記述すること。

２．非常用発電機設備（必要な場合）
（1）本設備が必要な理由を記述すること。

（2）固形燃料化施設の安全停止を考慮した負荷設定・保全性及び維持管理等を考慮した機器設計に対する考え方を具体的に記述すること。

３．特殊電源設備

（1）直流電源設備、無停電電源設備に関し、容量、設置台数及び回路構成等の考え方を具体的に記述すること。

（2）機能性、安全性、耐久性・保全性及び維持管理性等を考慮した機器設計に対する考え方を具体的に記述すること。

４．運転操作設備

（1）制御盤方式の選定、シーケンス方式、速度制御方式及び接地計画の考え方を具体的に記述すること。

（2）機能性、安全性、耐久性・保全性及び維持管理性等を考慮した機器設計に対する考え方を具体的に記述すること。

（3）既存設備の改築の有無を記述すること。また、改築が必要な場合は改築方針、機器形式及び実施時期を具体的に記述すること。

５．計装設備

（1）監視、制御、運転及び管理上必要な測定項目及び測定方式について具体的に記述すること。

（2）機能性、安全性、耐久性・保全性及び維持管理性等を考慮した機器設計に対する考え方を具体的に記述すること。



様式第16-２号（2/2）　設計・施工（電気設備）に関する提案書
	設計・建設（電気設備）に関する提案書

	６．監視制御設備

（1）システム形式、機器形式及び容量の考え方を具体的に記述すること。

（2）機能性、安全性、耐久性・保全性及び維持管理性等を考慮した機器設計に対する考え方を具体的に記述すること。

（3）運転や維持管理に必要な信号の取出しの考え方を具体的に記述すること。


様式第16-３号　設計・施工（土木建築）に関する提案書
	設計・建設（土木）に関する提案書

	以下の事項について記述し、該当する書類を添付すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

１．基礎構造

（1）敷地や地盤の状況を考慮し、安全かつ経済性に配慮した基礎構造の計画について、考え方を具体的に記述すること。
（2）機器荷重、振動及び機械基礎荷重を考慮した構造計画について、考え方を具体的に記述すること。
（3）「常時」並びに「レベル１」及び「レベル２」地震動に対する基礎の考え方及び対策を具体的に記述すること。
２．施工対策

（1）周辺施設の維持管理に与える影響の軽減に配慮した工法選定について、考え方を具体的に記述すること。




様式第16-４号　設計・施工（建築・建築設備）に関する提案書
	設計・建設（建築・建築設備）に関する提案書

	以下の事項について記述し、該当する書類を添付すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

１．構造物の安全性

（1）自重、積載荷重、風圧、地震動、その他本施設の稼動中に予測される振動及び衝撃に対する安全性の確保について、考え方を具体的に記述すること。
２．仕上げについて

（1）主な仕上げについて具体的に記述すること。

（2）耐久性・維持管理性に対する考え方を具体的に記述すること。

３．建築設備

（1）機械換気、冷暖房及び照明設備について、考え方を具体的に記述すること。

（2）消防法に該当する部分における消防設備の考え方を具体的に記述すること。

（3）薬品や消耗品等の維持管理に必要な物品を保管管理する保管設備の考え方を具体的に記述すること。




様式第17号　維持管理運営（維持管理運営体制）に関する提案書
	維持管理運営（維持管理運営体制）に関する提案書

	　維持管理運営体制に関する以下の事項について記述し、該当する書類を添付すること。
なお、本提案に関連する他の書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）有資格者の配置
職　　　　種

資　　　　格

人　　　数

合計

（2）維持管理運営体制表を添付すること。




様式第17-２号　維持管理運営（点検計画）に関する提案書
	維持管理運営（点検計画）に関する提案書

	　点検計画に関する以下の事項について具体的に記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）次に示す保守点検及び整備に関する方針、点検項目及び実施頻度等の工夫について、考え方を具体的に記述すること。なお、法定点検については、検査項目、関係法令及び検査実施頻度について、様式第17-３号に記述すること。
① 日常点検

② 定期点検

③ 法定点検

④ 精密点検

⑤ 施設整備

（2）電気設備保守点検（日常巡視点検、定期巡視点検、精密点検等）に関する方針、点検項目及び実施頻度等の工夫について、考え方及び関係法令（法定点検）を具体的に記述すること。



様式第17-３号　維持管理運営（法令点検）に関する提案書
	維持管理運営（法定点検）に関する提案書

	　検査項目、関係法令及び検査実施頻度について
番号

検査項目

関係法令

検査実施頻度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※不定期の場合は、実施する年度を記載すること。




様式第17-４号　維持管理運営（修繕計画）に関する提案書
	維持管理運営（修繕計画）に関する提案書

	　修繕計画に関する以下の事項について具体的に記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）定期修繕に関する方針及び頻度等の工夫について考え方を記述し、各項目及び頻度を様式第17-５号に具体的に記述すること。

（2）大規模修繕に関する方針及び頻度等の工夫について考え方を記述し、実施時期及び内容等を様式第17-６号に具体的に記述すること。

（3）その他修繕計画に関する方針及び頻度等の工夫について考え方を記述し、各項目及び頻度を任意の様式にて具体的に記述すること。




様式第17-５号　維持管理運営（定期計画）に関する提案書
	維持管理運営（定期修繕）に関する提案書

	定期修繕の項目及び実施頻度について

番号

定期修繕項目

修繕実施頻度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※定期修繕とは、対象施設の老朽化に伴い一部の取替え等を行う修繕のうち、計画的に実施するものである。

　※不定期の場合は、実施する年度を記載のこと。




様式第17-６号　維持管理運営（大規模修繕計画）に関する提案書
	維持管理運営（大規模修繕）に関する提案書

	大規模修繕の実施時期及び内容等について

No.

実施予定年度

大規模修繕内容（具体的項目を記載すること）

1

平成　年度
［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

2

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

3

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

4

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

5

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

6

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

7

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

8

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

9

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

10

平成　年度

［大規模修繕項目名］

・修繕内容

・必要期間等

※　大規模修繕とは、本対象施設において「下水道施設の改築について（平成15.6.19国都下事第77号）」に示されている「小分類」以上の施設全体あるいは主要部分又は複数の部分について行う大規模な修繕のことをいう。

※　必要に応じて行を追加すること。
※　様式第23-４号の大規模修繕内容と整合すること。


様式第17-７号　維持管理運営（物品・測定・緊急時対応・燃料化物の品質管理）に関する提案書
	維持管理運営（物品・測定・緊急時対応・固形燃料化物の品質管理）に関する提案書

	物品の調達・管理、測定、緊急時の対応、固形燃料化物の品質管理に関する以下の事項について記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）脱水汚泥、用水、薬品、燃料等のユーティリティの調達、管理、部品・予備品及び計測機器等の品質、規格及び管理方法について、具体的に記述すること。
（2）排ガス性状、臭気及び固形燃料化物の発熱量等の品質管理に必要となる項目の測定に関する方針、測定項目及び頻度について項目別に記述すること。
（3）故障、災害及び事故等の緊急異常時における業務実施体制、対応方法及びその訓練について、具体的に記述すること。
（4）固形燃料化物の品質管理に当たって工夫すべき事項を記述すること。




様式第17-８号　維持管理運営（燃料化物の利用）に関する提案書
	維持管理運営（固形燃料化物の利用）に関する提案書

	固形燃料化物の利用に関する以下の事項について記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。

（1）固形燃料化物の利用先として想定している事業者、事業所名・住所及び受入施設数等について記述すること。また、その根拠となる資料を添付すること。

【記入例】

固形燃料化物の

受入企業名
事業所名

及び住所

有効利用施設の
受入可能量及び基数

固形燃料化物

有効利用量

具体的な

利用方法

株式会社○○

○○発電所

○○t/日×1基

○○t/日

××t/年

○○t/日×1基

○○t/日

××t/年

○○発電所

○○t/日×1基

○○t/日

××t/年

小計

○○t/日×○基

○○t/日

××t/年

株式会社△△

△△工場

△△t/日×△基

△△t/日

××t/年

小計

△△t/日×△基

△△t/日

××t/年

合計

○○t/日×○基

○○t/日

××t/年

　※１　有効利用量は日当たり、年当たりの双方を記載すること。
　※２　各項目の内容が分かるものであれば、様式は問わない。
（2）利用先への販売価格及び運搬費等から有価性が成立する見込みを示すこと。




様式第18号　評価項目（府内からの資材調達）に関する提案書
	評価項目（府内からの資材調達）に関する提案書

	　指定資材等の府内調達に関する以下の事項ついて記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）府内からの資材調達に関して、指定資材は「生コンクリート」とし、予定している資材調達状況について記載すること。
　　　＜調達先＞
　　　　　　　会　　　社　　　名：　　　　　　　　　　
　　　　　　　所　　　在　　　地：　　　　　　　　　　
　　　　　　　生コンクリート規格：　　　　　　　　　　
　　　　　　　数　 　量　　（m3）：　　　　　　　　　　
　　　　　　　単　 　価 （円/m3）：　　　　　　（税抜き）
　　　　　　　金　　　　額 （円）：　　　　　　　　　　



様式第18-２号　評価項目（府内企業の施工状況）に関する提案書
	評価項目（府内企業の事業実施状況）に関する提案書

	　府内企業の事業実施に関して、下表に示す各項目の数値を記述すること。また、府内企業ヘの委託率（府内設計率、府内下請率、府内維持管理率）の根拠資料を添付すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（価格は税抜き）

項　　　　　目

提　案　値

備　　考

①設計費（円）
様式第20号と整合すること。
②建設費（円）
様式第21号と整合すること。
③維持管理費
［固形燃料化物売買価格差引き後］（円）
様式第23号と整合すること。
④事業費［①＋②＋③］（円）
⑤府内設計率（％）                   ※1
少数第3位を四捨五入、第2位止めとする。
⑥下請率（％）
少数第3位を四捨五入、第2位止めとする。
⑦府内下請率（％）                   ※2
少数第3位を四捨五入、第2位止めとする。
⑧府内維持管理率（％）               ※3
少数第3位を四捨五入、第2位止めとする。
⑨府内企業への委託率（％）
＝①/④×⑤＋②/④×⑥×⑦＋③/④×⑧
少数第3位を四捨五入、第2位止めとする。
※1　府内設計率：設計を府内の事業者（元請に限る。）が実施する金額比率
※2　府内下請率：下請率のうち、府内企業による施工が占める割合
　 　なお、府内企業とは、主たる営業所が京都府内にある企業とする。

※3　府内維持管理率：入札説明書５（６）ア及びイの要件を満たす者（SPCの構成員に限る。）のうち、府内の企業が実施する金額比率
※4　下請率、府内下請率は、「労務費」、「材料費」等のそれぞれ一部を含むか否かにかかわらず、下請企業（一次下請けまで）との間で契約等を締結する見込み額に対する割合とする。



様式第18-３号　評価項目（事業実施体制の安定性(固形燃料化物の受入体制)）に関する提案書
	評価項目（事業実施体制の安定性(固形燃料化物の受入体制)）に関する提案書

	　事業実施体制の安定性に関して、固形燃料化物の利用先の有効利用施設及び固形燃料化物の有効利用量等の下表の項目について、記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
項　　　目

提　　案　　値

備　　　考

脱水汚泥処理量

40t-wet/日

13,200 t-wet/年

固形燃料化物製造量

○○t/日

上記処理量時

××t/年

※様式第15-９号と整合すること。
【記入例】
固形燃料化物の

受入企業名
事業所名

有効利用施設の
受入可能量及び基数

固形燃料化物

有効利用量
株式会社○○

○○発電所
○○t/日×○基

○○t/日
××t/年
○○t/日×△基

○○t/日
××t/年
○○発電所
○○t/日×□基

○○t/日
××t/年
小計

○○t/日×○基

○○t/日
××t/年
株式会社△△

△△工場

△△t/日×△基

△△t/日
××t/年
小計

△△t/日×△基

△△t/日
××t/年
合計

□□t/日×□基

□□t/日
××t/年
最大規模の施設を除いた場合の合計

◇◇t/日×◇基

◇◇t/日
××t/年
最大規模の事業所を除いた場合の合計

◇◇t/日×◇基

◇◇t/日

××t/年

※1　様式第17-８号と整合すること。
※2　有効利用施設は、それぞれの事業所の中で受入可能量の多い順に記述すること。

※3　各項目の内容が分かるものであれば、様式は問わない。



様式第18-４号　評価項目（事業実施体制の安定性(特別目的会社の構成員)）に関する提案書
	評価項目（事業実施体制の安定性(特別目的会社の構成員)）に関する提案書

	　事業実施体制の安定性に関して、特別目的会社（表中「SPC」という。）に固形燃料化物の受入企業が参入する場合は、以下の事項ついて記述すること。また、数値の根拠資料を添付すること。
項　　　目

提　　案　　値

備　　　考

脱水汚泥処理量

40t-wet/日

13,200 t-wet/年

固形燃料化物製造量

○○t/日

上記処理量時

××t/年

SPCの構成員となる固形燃料化物の

受入企業名
事業所名

有効利用施設における

受入可能量と導入基数

固形燃料化物

有効利用量
株式会社○○

○○発電所

○○t/日×○基

○○t/日
××t/年
○○t/日×△基

○○t/日
××t/年
○○発電所

○○t/日×□基

○○t/日
××t/年
小計

○○t/日×○基

○○t/日
××t/年
株式会社△△

△△工場

△△t/日×△基

△△t/日
××t/年
小計

△△t/日×△基

△△t/日
××t/年
合計

□□t/日×□基

□□t/日
××t/年
　　　※上表は、様式第18-3号の内数となる。



様式第18-５号　評価項目（安全性の向上）に関する提案書
	評価項目（安全性の向上）に関する提案書

	燃料化物の貯蔵時及び搬出時における事故防止を図るための安全対策について、記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。



様式第18-６号　評価項目（緊急時の対応）に関する提案書
	評価項目（緊急時の対応）に関する提案書

	維持管理時における緊急時等の連絡体制及び対応方法について、記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。



様式第18-７号　評価項目（水処理への影響）に関する提案書
	評価項目（水処理への影響）に関する提案書

	水処理への影響に関する以下の事項について記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）汚水排水に関する技術提案値について

項目

排出負荷量の基準値
技術提案値
日最大排水量
250m3/h以下
整数止めとする。
COD
17.0 kg/hr以下
少数第2位を四捨五入、第1位止めとする。
T-N

5.0 kg/hr以下
少数第2位を四捨五入、第1位止めとする。
T-P

0.6 kg/hr以下
少数第2位を四捨五入、第1位止めとする。
※　様式第15-8号と整合すること。
（2）汚水排水負荷の低減対策の考え方及び維持管理における取組みについて、記載すること。



様式第18-８号　評価項目（温室効果ガス排出量の低減）に関する提案書
	評価項目（温室効果ガス排出量の低減）に関する提案書

	温室効果ガス排出量の低減に関する以下の事項について記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
１．固形燃料化物製造に伴う温室効果ガス排出量を記載すること。
温室効果ガス排出量 　　　　　　　t-CO2/年
（少数第1位を四捨五入、整数止めとする。）
【計算書（例）】

項　　目

CO2排出係数

使用量・排出量

CO2排出量

汚泥処理排出N2O

kg-CO2/kg-N2O

t-N2O/年

t-CO2/年

汚泥処理排出CH4
kg-CO2/kg-CH4
t-CH4 /年

t-CO2/年

電　　　　　力

 kg-CO2/kWh

kWh/年

t-CO2/年

燃　　　　　料
kg-CO2/Ｌ
GJ/年

t-CO2/年

合　　　　　計

t-CO2/年

※　温室効果ガス排出量の算定は、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」に準じること。

※　処理汚泥量、電力及び都市ガス使用量は、事業期間における平均値を用いる。

※　汚泥処理（固形燃料化物の製造）に伴い排出されるN2O、CH4については、汚泥量1t-wet当たりの排出量に温暖化係数を乗じた値を用いる。なお、1t-wetあたりの排出量については、実績値に伴う数値を用いること。また、その採用根拠資料を添付すること。

※　電力については、事業者が契約する電力事業者の実排出係数（2010年度実績）を用いる。
※　計算書については、各項目の内容が分かるものであれば、様式は問わない。

２．石炭等代替燃料利用に伴う温室効果ガス削減量を記載すること。
温室効果ガス削減量 　　　　　　　t-CO2/年
（少数第1位を四捨五入、整数止めとする。）
【計算書（例）】

項　　目

排出係数

使用量・削減量

CO2排出量

輸送（軽油使用量）
kg-CO2/l
トンキロ
t-CO2/年

石炭削減量

kg-CO2/t
t/年

t-CO2/年

合　　　計

t-CO2/年

※　石炭等代替燃料利用によるCO2 削減量の算定は、固形燃料化物の発熱量に相当する石炭が、本来燃焼した場合に発生するCO2量として算出する。ここで、石炭の発熱量については、利用先での石炭発熱量の値を用いるものとし、その根拠を示すこと。

※　固形燃料化物の輸送に伴うCO2 の排出量は改良トンキロ法により算出することとし、輸送重量、輸送距離及び燃費の根拠を示すこと。
※　計算書については、各項目の内容が分かるものであれば、様式は問わない。


様式第18-９号　評価項目（臭気対策）に関する提案書
	評価項目（臭気対策）に関する提案書

	固形燃料化施設の各設備や運搬時の臭気対策に関する以下の事項記述すること。
なお、本提案に関連する書類や図面等がある場合は、該当様式の通し番号を明記して添付すること。
（1）臭気に関する技術提案値
（2）固形燃料化施設からの臭気抑制対策




